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抄　　録

【背景】
近年、若い世代の精神疾患患者数が増加しており、精神疾患の好発年齢に当たる児童生徒の早期介

入の重要性が高まっている。しかし、児童生徒が生活する学校現場における早期介入には、いくつか
課題が報告されている。したがって、早期介入を実現するためには、児童生徒の健康管理を行ってい
る養護教諭と精神科医療機関との連携・協働が求められている。

【目的】
精神疾患のある児童生徒の早期介入に関する養護教諭の認識と障壁の実態を明らかにすることであ

る。
【方法】

無作為に抽出された全国の公立小・中・高等学校に勤務する養護教諭を対象として、自記式質問紙
による調査を行った。調査内容は、DUP（Duration of Untreated Psychosis：精神病未治療期間）の認
知、早期受診の利点と欠点、早期受診に対する障壁とした。

【結果】
DUPを知っていると回答した割合は4.6％であった。早期受診の利点は「精神症状で苦しい時期が

短くなる」が83.6％、早期受診の欠点は「向精神薬の副作用の出現」が37.0％、早期受診に対する障壁は
「思春期の特徴の複雑さ」が80.5％と一番多かった。
【結論】

養護教諭は、早期受診の障壁を「思春期の特徴の複雑さ」や「学級担任の知識不足」と認識している
ことが明らかになった。今後学校現場において早期介入を実現するためには、精神疾患の正しい知識
と早期介入の意義と限界を教員全体に情報提供する機会や養護教諭と精神科医療機関との連携の在り
方を検討することが重要であるとの示唆を得た。
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Ⅰ. 緒言
近年、児童生徒の不登校、ひきこもり、発達障害や精神疾患などの精神的問題が学校現場において問

題視されている。なかでも若い世代の精神疾患患者数が増加しており（厚生労働省, 2017）、精神疾患
の好発年齢に当たる児童生徒に対する早期介入の重要性が高まっている。早期介入の重要性は、精神
疾患の中でも統合失調症をはじめとする精神病性障害の未治療期間を表すDUPについての多くの研
究から示されている。例えば、DUPが長いことでQOL、社会機能、そして認知機能が低下し（Ito et al, 
2015）、自殺リスクも増加することが知られている（Mitter et al, 2013）。また、発症する年齢が早いほ
どDUPが長く重症化しやすいことも報告されており（Altamura et al, 2015; Fond et al, 2018）、児童生
徒のDUPをいかに短縮させるかは学校現場においても大きな課題のひとつと言える。さらに、最近
の研究においては精神病性障害のみならず、摂食障害や双極性障害など精神疾患においても早期介入
により予後が改善されるなどの意義が報告され（Schöttle et al, 2012; Schmidt et al, 2016; 鈴木, 
2016）、早期介入の重要性は精神疾患全般に広がってきている（水野, 2019）。

加えて、平成22年厚生労働省の調査で、医療費や精神疾患罹患後の休職・離職による労働損失の推
計が出され、統合失調症、うつ病性障害と不安障害の総計だけで約8兆円の経済的損失が報告された

（厚生労働省, 2011）。さらに、WHOのDALY（Disability-adjusted life years：障害調整生存年）の調査
において、精神疾患の占める割合が高いことが報告された（WHO, 2018）。すなわち、精神疾患に罹患
することは患者個人の生活の質を下げるだけではなく、社会全体における経済損失も大きい。

したがって、精神疾患の早期介入を実現するためには、精神疾患の好発年齢に当たる児童生徒の精
神疾患の発症に最初に気付く可能性が高い（水俣, 2008）学校において児童生徒の健康を管理している
養護教諭と医療との連携が求められる。しかし、学校現場における早期介入には、いくつかの課題が
報告されている。まず、市民の精神疾患に関する知識不足（中根・中根, 2004）や精神疾患に対するス
ティグマ（Sadeghieh et al, 2014）があるため、多くの保護者はわが子の精神疾患について理解できず
保護者が精神科受診や学校の介入を拒む（甘佐ら, 2011）ことがある。また、受診が必要な事例の境界
が曖昧であることや精神症状の認識が難しい（舩渡川・水野, 2012）こと、そして教育者の精神疾患に
対する知識不足（栄, 2010; 足立, 2013）も重なり、学校の中で早期介入の必要性に関する共通認識が持
ちづらく、受診に時間がかかること（佐藤ら, 2013）などが挙げられている。 

このように精神疾患のある児童生徒の早期介入を目指した場合、養護教諭を取り巻く課題を鑑みる
と養護教諭と医療者が積極的に連携・協働する体制を整えていくことが急務であると言える。しか
し、養護教諭が精神疾患の早期介入に関してどのように認識し、どのような障壁の中で児童生徒を支
援しているかは明らかになっていないため、本研究において、精神疾患のある児童生徒の早期介入に
関する養護教諭の認識と障壁の実態を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ. 方法
1. 調査対象者と期間

全国の全日制公立小学校、中学校、高等学校に勤務する養護教諭を対象とした郵送法による調査を
実施した。まず、対象者の選定には、全国学校総覧2017年版（全国学校データ研究所, 2017）のデータ
ベースを用いて、層化抽出法により都道府県毎に最小児童生徒数の比で対象校数を算出した。そし
て、都道府県毎に算出された対象校数に合わせて全国の全日制公立小学校、中学校、高等学校の中から
乱数表を用いて無作為に選出した学校に勤務する養護教諭1102名を調査対象とした。なお、調査期間



64

予防精神医学 Vol.5（1）2020

は平成29年12月15日～平成30年2月15日であった。

2. 調査方法
郵送法によって学校責任者宛に研究協力の依頼を行った。その際に、本調査の概要および倫理的配

慮を文書にて説明し同意を得た。同意が得られた場合は、同封した養護教諭宛の調査協力の依頼文を
養護教諭へ渡してもらった。その際に、養護教諭が複数配置である場合には、より経験年数が長い養
護教諭に依頼してもらうようお願いした。依頼文には本調査の概要、倫理的配慮および質問紙を同封
し、文書にて養護教諭に説明と依頼を行った。無記名自記式質問紙について回答を求め、質問紙の返
送をもって同意とみなした。

3. 調査内容
調査対象者の基本属性として、年齢、性別、現在の勤務校種、経験年数について質問を行った。ま

た、養護教諭の精神疾患のある児童生徒の早期介入に関する認識と障壁の実態を明らかにするため
に、先行研究を参考に独自に4つの質問を作成した。質問内容は、「あなたはDUP（Duration of 
Untreated Psychosis：精神病未治療期間）という言葉を知っていますか」「精神疾患の早期受診にどの
ような利点があるとお考えですか」「精神疾患の早期受診のどのような欠点があるとお考えですか」

「精神的問題のある児童生徒に対する早期受診には色々な障壁があるといわれております。あなた
は、それに関してどのようにお考えですか」とした。また、「早期受診における利点」については、DUP
の短縮における利点を参考に10項目の選択肢を作成した（一之瀬ら, 2010; 利谷ら, 2010; 山口・水野, 
2013; 小林・加藤, 2011; Schöttle et al, 2012; Penttilä et al, 2013; Mitter et al, 2013; Tirupati et al, 
2004; Addington et al, 2004; Rapp et al, 2017; Malla et al, 2011）。「早期受診の欠点」については、初回
受診の患者の経験から9項目（欠ノ下ら, 2016）、「精神疾患のある児童生徒に対する早期受診の障壁」
については、養護教諭が精神疾患のある児童生徒の支援や早期受診の阻害要因に関する語りから22項
目の選択肢を（甘佐ら, 2011; 土取ら, 1998; 増本・笠置, 2017; 塙・坂江, 2012）独自に作成した。

4. 用語の定義
本研究において以下の用語を定義する。

1）DUPとは、「初回精神病エピソードの始まり」から、抗精神病薬による薬物療法や入院治療が開始さ
れるまでの期間（水野, 2003）を意味する。
2）早期介入とは、早期発見・早期支援・早期治療を意味する。

5. 分析方法
本研究では、DUPに関する養護教諭の認知、早期受診における利点と欠点、早期受診の障壁につい

て校種別で集計した。まず、早期介入に関連した質問項目における養護教諭の認識に校種間の差があ
るかを明らかにするため、各質問項目を校種別に分けクロス集計表を作成し、χ²検定および残差分析
を行った。さらに、早期介入の障壁については、校種別およびDUPの知識の有無で2群に分け群間の
差を明らかにするため、χ²検定および残差分析を行った。各群は、DUPを「知っている」と回答した
知識が有る群と「知らない」「聞いたことがあるが詳しく知らない」と回答した知識が無い群に分け、
χ²検定において期待度数が5未満のセルが全体の20.0％以上あった場合は、Fisherの直接確率法で分
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析を行った。統計処理はIBM SPSS Statistical Package for the Social Science（SPSS）25.0 for 
Windowsを使用した。有意水準は5％とした。なお、その他の回答については、質問項目の内容を除
き意味内容別に分けてまとめた。

6. 倫理的配慮
本研究において、調査対象者の所属長に最初に依頼し、協力を得られた場合のみ調査対象者へ依頼

を行った。参加は自由意思に基づくものであり、研究に参加しない場合も不利益は被らないことを所
属長および調査対象者双方に説明し保障した。データは連結不可能匿名化とし、全てID番号で管理し
厳重に保管した。さらに、質問紙を返信用封筒に入れ投函したことで同意したとみなすことを説明
し、同意書への署名はもらわないこと、質問紙と撤回書にはナンバリングを行い投函後でも研究協力
の撤回はできることを保障した。なお、本研究は筆者が所属する大学倫理審査委員会の承認（H29_10）
を得て実施した。

Ⅲ. 結果
全対象者のうち、回答者は401名であり、回収率は36.4％であった。その内、「校種」の回答を得られ

たものを有効回答とし、395名の対象者を分析対象とした。なお、有効回答率は35.8％であり、各校種
の有効回答率は、小学校が217名（35.6％）、中学校が100名（34.4％）、高等学校が78名（39.4％）であった。

1. 対象者の属性
対象者の年齢は、20代が20.5％、30代が17.0％、40代が24.3％、50代が34.2％、60代が16名4.1％であ

った。対象者の養護教諭としての経験年数は、1-10年が31.9％、11-20年が18.0％、21-30年が24.8％、31
年以上が24.1％であった。性別は、全体において女性が99.5％、男性が0.5％であった。

2. 精神疾患の早期受診に関連した養護教諭の認識
養護教諭がDUPの言葉を「知っている」と回答した割合は、全体で4.6％、小学校で6.0％、中学校で

5.0％、高等学校で0.0％であった（表1）。なお、校種間による差は、期待度数が5未満のセルが全体の
22.2％であり検定できなかった。また、養護教諭が精神疾患の早期受診の利点について「精神症状で苦
しい時期が短くなる」と回答した割合が全体で83.3％と一番多く、次いで「治療がより効果的になる」
が全体で73.2％であり、「特にない」が全体で0.5%と一番少なく校種間による差は認められなかった。
なお、「自殺率を下げることができる」と「社会的機能が維持しやすい」は校種間で差が認められ、高等
学校で多かった（表2）。

養護教諭は精神疾患の早期受診の欠点について「特にない」と回答した割合が小学校で33.6％と一
番多く、「向精神薬の副作用の出現」と回答した割合が中学校で38.0％、高等学校で50.0％と一番多か
った。次いで「保護者へストレスがかかる」が全体で28.9％であった。なお、「向精神薬の副作用の出現」
は校種間で差が認められ、小学校で少なく、高等学校で多かった（表3）。
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表１　DUP（Duration of Untreated Psychosis：精神病未治療期間）の認知

表２　精神疾患の早期受診の利点



67

予防精神医学 Vol.5（1）2020

表３　精神疾患の早期受診の欠点

3. 精神的問題のある児童生徒に対する早期受診の障壁
精神的問題のある児童生徒に対する早期受診の障壁については、全ての校種で「思春期の特徴の複

雑さ」が全体で80.5％と一番多く、次いで「保護者の知識不足」が全体で74.9％、「社会全体の精神疾患
に対する差別や偏見」が全体で69.9％であった。また、「学校責任者の知識不足」、「学校責任者の非協
力」、「学級担任の非協力」は校種間で差が認められ、「学校責任者の知識不足」は小学校で多く、高等学
校で少なく、「学校責任者の非協力」、「学級担任の非協力」では小学校で多く中学校で少なかった（表
4）。その他の項目については、小学校で「受診の困難さ」「保護者の受容困難」「家庭環境問題」「周囲の
理解不足」が記述されていた。中学校で、「受診環境の不備」「生徒の受診拒否」「家庭内での問題」「養
護教諭の知識不足」「連携不足」が記述されていた。そして、高等学校で、「受診環境の不備」「家庭環境
問題」「医療機関への不信感」が記述されていた（表5）。

また、精神的問題のある児童生徒に対する早期受診の障壁におけるDUPの知識の有無で差が認め
られた項目は、「学級担任の知識不足」、「学級担任の非協力」であり、DUPの知識がある養護教諭で多
く、DUPの知識がない養護教諭で少なかった（表6）。
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表４　精神的問題のある児童生徒に対する早期受診の障壁【校種別】
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表５　精神的問題のある児童生徒に対する早期受診の障壁【その他の記述】
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表６　精神的問題のある児童生徒に対する早期受診の障壁【DUPの知識別】
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Ⅳ．考察
1. 精神疾患の早期受診に関する養護教諭の認識

本研究結果において、4.6%の養護教諭がDUPを「知っている」と回答しており、9割以上の養護教諭
はDUPに関する知識が無いことが明らかになった。DUPの研究では精神病性障害の未治療期間の長
さと転帰の関係性が報告されており、DUPを短縮することで予後がより良くなる（利谷ら, 2010）。精
神病性障害の好発年齢が、思春期・青年期と若いことを考えれば、学校現場の養護教諭が精神病性障
害の知識のみならず、DUPに関する知識を持つことは、DUPの短縮に役立つ可能性がある。

一方で、養護教諭はDUPに関する知識を持っていないものの、一般的な精神疾患の早期受診の利点
が「特にない」と回答した割合は0.5%であり、多くの養護教諭は児童生徒が精神疾患に罹患した際に

「精神症状で苦しい時期が短くなる」ために早期受診が必要だと認識していることが明らかになった。
また、精神疾患の早期受診の欠点が「特にない」と回答した割合は33.4%であり、6割以上の養護教諭
は、児童生徒が精神疾患に罹患しても早期受診には欠点が伴うと認識していることも明らかになっ
た。以上のことから、学校現場において児童生徒が精神疾患を発症した際に、養護教諭が早期に気が
つくことができたとしても養護教諭が早期受診には欠点があると判断した場合、受診を躊躇もしくは
医療者との連携を図らない可能性も考えられる。これらの背景には、養護教諭の養成課程における精
神保健の授業時間の少なさが指摘されている（齋藤ら, 2013; 永石ら, 2008）。すなわち、堀（2012）が養
護教諭間の知識レベルや、意識レベルに個人差が大きいように思えると述べているように、養護教諭
個人の知識や経験などの力量には差があるため、利点と欠点の両方が認識され支援が統一されていな
い可能性が推察された。　

よって、早期介入を実現するためには、すべての養護教諭が精神疾患の知識のみならず早期介入の
意義と限界に関しても知識がもてるように養護教諭養成の課程や教員免許状更新講習における教育内
容を検討することも必要であると考えられた。

2. 精神疾患のある児童生徒への早期介入に関する課題
1）早期受診のタイミングを判断する難しさ

本研究において、精神的問題のある児童生徒の早期受診の障壁として「思春期の特徴の複雑さ」が全
体で80.5％と最も高く、「精神症状の認識の難しさ」が64.6％であった。養護教諭は、児童生徒の思春
期の特徴が複雑であるため、思春期特有の健康な反応か精神症状かの判断の難しさが早期受診の障壁
であると認識していることが考えられた。このことは、高等学校で心の健康相談事業を行っている精
神科医師であっても生徒が要医療なのか否か1度の面接では見極めが困難なケースもあると述べてお
り（堀, 2012）、早期受診の判断が困難なことがうかがえる。

さらに、中学生を対象とした精神病様体験（Psychotic-Like Experience：以下PLEs）に関する調査で
は15.2%の生徒にPLEsが存在し（Nishida et al, 2010）、18か月後の調査ではPLEsの症状があった中学
生の内18.2%の生徒にPLEsが見られた（西田ら, 2010）。これらの調査結果から一過性のPLEsが8割
以上であるため、精神症状が出現してもすべての生徒に受診が必要とはならない。しかし、前項でも
述べたように養護教諭は精神疾患のある児童生徒の早期受診をつらい時期を短くするためには利点が
あると認識しているため、精神疾患の正しい知識とともに受診が必要か否かの判断ができる技量を持
たなければ、不必要な受診を促すことで過剰受診、スティグマの助長などをもたらす可能性も考えら
れる。
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このように、思春期に起こる精神病理は複雑であり、専門家の精神科医師でも見極めが困難な場合
があるほど精神科医療機関へ早期に受診するか否かの判断やそのタイミングを計るのは困難である。
学校現場においては、精神科医療機関との連携が取れていないことも多いため、いつ、だれがどのタイ
ミングで受診を促すのかが大きな課題となる。この課題は、精神科医療機関が主導となり養護教諭と
精神医療との共通認識ができる早期受診の判断基準を作成することや、日頃からの養護教諭と精神科
医療機関との連携の在り方を検討することが大切であると筆者は考えている。

2）学校現場における早期介入に関する課題
本研究結果において、全体の46.8%の養護教諭が早期受診の障壁は学級担任の知識不足と回答して

おり、特にDUPの知識を持っている養護教諭は、DUPの知識を持たない養護教諭よりも学級担任の知
識不足や非協力が早期受診の障壁になっていると認識していたことが明らかになった。養護教諭は学
校責任者と学級担任で校内連携を図りながら精神疾患のある児童生徒に支援を行っている（欠ノ下・
植田, 2019）。しかし学級担任は児童生徒の異変に気付ける重要な立場にありながら、精神疾患に関す
る認識が低いため（栄, 2010）、生徒の抱える問題への対応は心理社会的要因のみで理解し、指導やカウ
ンセリングで解決を図ろうとする姿勢があることが指摘されている（財団法人日本学校保健会, 
2012）。これらのことから、養護教諭は学級担任の知識不足により共通認識がもてないことが早期受
診の障壁になっていると認識していると考えられた。 

また、精神疾患は現代の健康課題の一つで、社会全体で理解を進める必要があるとの見解から2022
年より学習指導要領が改定になり高等学校の保健体育の教科書に「精神疾患の予防と回復」が掲載さ
れることとなった。高等学校学習指導要領には、精神疾患への対処として「心身の不調の早期発見と
治療や支援の早期の開始によって回復可能性が高まることを理解できるようにする。その際、自殺の
背景にはうつ病をはじめとする精神疾患が存在することもあることを理解し、できるだけ早期に専門
家に援助を求めることが有効であることにも触れるようにする（文部科学省, 2018）」と記述されてい
る。

このように高等学校学習指導要領が改定になったことで、社会全体の精神疾患の知識が向上し、早
期受診の障壁として多かった「保護者の知識不足」「社会全体の精神疾患に対する差別や偏見」が少し
ずつ改善されることが期待できると推察された。

一方で指導要領の中に「心身の不調」や「できるだけ早く」などの判断が難しい抽象的な内容が含ま
れているため、生徒のメンタルヘルスについてのリテラシーを高める授業を行うためには、保健科教
諭がより専門的な知識が持つことも重要であると考えられた。したがって、養護教諭や保健科教諭の
みならず学級担任や学校責任者を含めたすべての教員に対して精神疾患に関する情報提供する方法を
今後検討することも、早期介入を進める対策の一つになると考えられる。

本研究の限界と今後の課題
本研究の対象者は全日制の公立学校に勤務する養護教諭であり、私立学校や定時制学校の現状を含

めたものではない。また、質問項目に精神的問題、精神疾患、精神病未治療期間に関する用語の解説が
なかったため回答者の理解が統一されていなかったことが考えられ、このような限界性を踏まえた上
で検討が必要である。さらに、本研究は自記式質問紙による調査であるが、「その他」の記述への回答
件数が多かった。そのため、記述内容を精査するさらなる調査が必要であると考えられた。



73

予防精神医学 Vol.5（1）2020

Ⅴ. 結論
養護教諭は、DUPに関する認知は低く、精神疾患のある児童生徒の早期受診についても利点と欠点

の両方を認識していた。また、早期受診の障壁になるものとして、思春期の特徴の複雑さや学級担任
の知識不足が明らかになった。今後学校現場において早期介入を実現するためには、精神疾患の正し
い知識と早期介入の意義と限界を教員全体に情報提供できる機会の検討と、早期受診が必要か否かや
いつ受診するかといったタイミングについて、養護教諭と精神科医療機関との連携の在り方を検討す
ることが重要であるとの示唆を得た。
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